
規 則

�愛媛県規則第３７号
愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２２年９月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則の一部を改正する規則

愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則（昭和４２年愛媛県規則第４４号）の一部を次のように改正す

る。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（通勤による災害に係る費用の一部負担金）

第２４条の２ 省略

２ 条例第２２条の２第１項に規定する規則で定める金額は、２００円

（健康保険法（大正１１年法律第７０号）第３条第２項に規定する日

雇特例被保険者である職員にあつては、１００円）とする。ただ

し、当該額が、現に療養に要した費用の総額又は休業補償の総額

を超える場合には、それらの総額のうち小さい額（それらの総額

が同じ額のときは、その額）に相当する額とする。

別表第１（第２条の２関係）

１・２ 省略

３ 身体に過度の負担のかかる作業態様の業務に従事したため生

じた次に掲げる疾病及びこれらに付随する疾病

�～� 省略

� 電子計算機への入力を反復して行う 業務その他上肢に過

度の負担のかかる業務に従事したため生じた後頭部、けい

部、肩甲帯、上腕、前腕又は手指の運動器障害

� 省略

４ 化学物質等にさらされる業務に従事したため生じた次に掲げ

（通勤による災害に係る費用の一部負担金）

第２４条の２ 省略

２ 条例第２２条の２第１項に規定する規則で定める金額は、２００円

（健康保険法（大正１１年法律第７０号）第６９条の７ に規定する日

雇特例被保険者である職員にあつては、１００円）とする。ただ

し、当該額が、現に療養に要した費用の総額又は休業補償の総額

を超える場合には、それらの総額のうち小さい額（それらの総額

が同じ額のときは、その額）に相当する額とする。

別表第１（第２条の２関係）

１・２ 省略

３ 身体に過度の負担のかかる作業態様の業務に従事したため生

じた次に掲げる疾病及びこれらに付随する疾病

�～� 省略

� せん孔、タイプ、電話交換、電信等の業務その他上肢に過

度の負担のかかる業務に従事したため生じた手指のけいれ

ん、手指、前腕等のけん、けんしよう若しくはけん周囲の炎
けい

症又は頸肩腕症候群

� 省略

４ 化学物質等にさらされる業務に従事したため生じた次に掲げ
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告 示

る疾病及びこれらに付随する疾病

�～� 省略

� 石綿にさらされる業務に従事したため生じた良性石綿胸水

又はびまん性胸膜肥厚

� 省略

� �から�までに掲げるもののほか、化学物質等にさらされ

る業務に従事したため生じたことの明らかな疾病

５ 省略

６ 細菌、ウイルス等の病原体にさらされる業務に従事したため

生じた次に掲げる疾病及びこれらに付随する疾病

� 患者の診療若しくは看護の業務、介護の業務又は研究その

他の目的で病原体を取り扱う業務に従事したため生じた伝染

性疾患

�～� 省略

７ がん原性物質又はがん原性因子にさらされる業務に従事した

ため生じた次に掲げる疾病及びこれらに付随する疾病

�～� 省略

� 塩化ビニルにさらされる業務に従事したため生じた肝血管

肉しゆ又は肝細胞がん

� 放射線にさらされる業務に従事したため生じた白血病、肺

がん、皮膚がん、骨肉しゆ、甲状せんがん、多発性骨髄しゆ

又は非ホジキンリンパしゆ

	・
 省略

８ 相当の期間にわたつて継続的に行う長時間の業務その他血管

病変等を著しく増悪させる業務に従事したため生じた狭心症、

心筋こうそく、心停止（心臓性突然死を含む。）、心室細動等

の重症の不整脈、肺そく栓症、大動脈りゆう破裂（解離性大動

脈りゆうを含む。）、くも膜下出血、脳出血、脳血栓症、脳そ

く栓症、ラクナこうそく又は高血圧性脳症及びこれらに付随す

る疾病

９ 人の生命にかかわる事故への遭遇その他強度の精神的又は肉

体的負荷を与える事象を伴う業務に従事したため生じた精神及

び行動の障害並びにこれに付随する疾病

１０ １から９までに掲げるもののほか、公務に起因することの明

らかな疾病

る疾病及びこれらに付随する疾病

�～� 省略

� 省略

� �から�までに掲げるもののほか、化学物質等にさらされ

る業務に従事したため生じたことの明らかな疾病

５ 省略

６ 細菌、ウイルス等の病原体にさらされる業務に従事したため

生じた次に掲げる疾病及びこれらに付随する疾病

� 患者の診療若しくは看護の業務 又は研究その

他の目的で病原体を取り扱う業務に従事したため生じた伝染

性疾患

�～� 省略

７ がん原性物質又はがん原性因子にさらされる業務に従事した

ため生じた次に掲げる疾病及びこれらに付随する疾病

�～� 省略

� 塩化ビニルにさらされる業務に従事したため生じた肝血管

肉しゆ

� 放射線にさらされる業務に従事したため生じた白血病、肺

がん、皮膚がん、骨肉しゆ又は甲状腺がん

	・
 省略

８ １から７までに掲げるもののほか、公務に起因することの明

らかな疾病

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県告示第１０８１号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により、次のとおり指定障害福祉サービス事業者を指定した。

平成２２年９月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１０１０１６４６ 有限会社花 松山市堀江町甲１３２３番
地４ 渡 邉 美 枝 居宅介護 ヘルパーステーション

花
松山市東長戸１丁目８
番地１９

平成２２年
８月１日

３８１４０００１７４ 財団法人正光会 宇和島市柿原１２８０番地 渡 部 三 郎 短期入所 小規模多機能型居宅介
護事業所アロハ

南宇和郡愛南町城辺甲
２９３４番地

平成２２年
８月１日

３８２１００００９２ 社会福祉法人宗友福祉
会

松山市中野町甲６４０番
地 丹生谷 宗 久 共同生活介護 とこ 伊予市上吾川字十合甲

１４９２番
平成２２年
８月１日

愛 媛 県 報平成２２年９月２４日 第２２０４号
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�愛媛県告示第１０８２号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第４６条第１項の規定により、指定障害福祉サービス事業者から次のとおり指定障害福祉サー

ビス事業所の所在地を変更した旨の届出があった。

平成２２年９月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１０８３号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第４６条第１項の規定により、指定障害福祉サービス事業者から次のとおり指定障害福祉サー

ビス事業を廃止した旨の届出があった。

平成２２年９月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１０８４号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の規定により、次のとおり指定居宅サービス事業者を指定した。

平成２２年９月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

３８１０５００２５０ 株式会社クック・チャ
ム ｍｙ ｍａｍａ

新居浜市新須賀町２－
６－１６ 藤 田 敏 子 就労継続支援

Ａ型
クック・チャム ｍｙ
ｍａｍａ

新居浜市新須賀町２－
６－１６

平成２２年
８月１６日

事業者番号

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者
指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
届 出
年 月 日氏名又は名称 主たる事務所

の 所 在 地 代表者の氏名 名 称
所 在 地

変 更 前 変 更 後

３８１１５０００５１ 社会福祉法人三恵
会

新居浜市西の土居
町２－８－１２ 太 田 恵理子 短期入所 身体障害者療護施

設三恵ホーム
東温市則之内甲２８
１９

東温市松瀬川字山
田乙１０２０番地７４

平成２２年
８月１日

３８２３５１００１５ 社会福祉法人南風
会

伊予郡砥部町原町
１６６番地 松 � 千代野 共同生活介護 さとわ 伊予郡砥部町原町

２６０
伊予郡砥部町原町
２６０－１

平成２２年
８月２４日

３８２３５１００１５ 社会福祉法人南風
会

伊予郡砥部町原町
１６６番地 松 � 千代野 共同生活援助 さとわ 伊予郡砥部町原町

２６０
伊予郡砥部町原町
２６０－１

平成２２年
８月２４日

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

廃止に係る指定障害福祉サービス事業所
届 出
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１０１００９７８ 有限会社日之出総合ビ
ジネス

松山市天山３丁目７番
２０号 宮 内 康 居宅介護 日之出ケア２１ 松山市天山３丁目７番

２０号
平成２２年
８月１日

３８１０１００９７８ 有限会社日之出総合ビ
ジネス

松山市天山３丁目７番
２０号 宮 内 康 重度訪問介護 日之出ケア２１ 松山市天山３丁目７番

２０号
平成２２年
８月１日

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
指定年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

大 西 克 幸 二光クリニック 愛媛県伊予郡砥部町大南４５７番地１ 平成２２年８月１日 短期入所療養介護

株式会社新風会 サポートシステム龍星 愛媛県大洲市柚木字王子ヶ平５８０番地
１ 平成２２年８月９日 特定施設入居者生

活介護

株式会社ユーミーケア ユーミーケアたかのこデイサービス 愛媛県松山市鷹子町４０３－１ 平成２２年８月１０日 通所介護

株式会社ユーミーケア ユーミーケアたかのこショートステイ 愛媛県松山市鷹子町４０３－１ 平成２２年８月１０日 短期入所生活介護

合同会社笑い家 通所介護笑い家 愛媛県西条市丹原町池田９７８番１９ 平成２２年８月１３日 通所介護

医療法人胃腸科内科松村クリニック 訪問介護ステーションすみの 愛媛県新居浜市中筋町二丁目１番６号 平成２２年８月１６日 訪問介護

株式会社丸三 丸三訪問看護ステーション 愛媛県宇和島市中央町二丁目３番２２号 平成２２年８月２０日 訪問看護

株式会社仁愛 ケアプラザ「サン愛」大町事業所 愛媛県西条市大町字柳ヶ内７７６－２２ 平成２２年８月２６日 通所介護

愛 媛 県 報平成２２年９月２４日 第２２０４号
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�愛媛県告示第１０８５号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４６条第１項の規定により、次のとおり指定居宅介護支援事業者を指定した。

平成２２年９月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１０８６号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５３条第１項本文の規定により、次のとおり指定介護予防サービス事業者を指定した。

平成２２年９月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１０８７号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条第２項の規定により、指定居宅サービス事業者から次のとおり指定居宅サービス事業を廃止

する旨の届出があった。

平成２２年９月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１０８８号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８２条第２項の規定により、指定居宅介護支援事業者から次のとおり指定居宅介護支援事業を廃止

する旨の届出があった。

指定居宅介護支援事業者の名称
指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 所

指定年月日 サービスの種類
名 称 所 在 地

医療法人宮下整形外科・内科 指定居宅介護支援事業所みやした 愛媛県新居浜市松神子３丁目１番２６号 平成２２年８月１日 居宅介護支援

有限会社光タクシー らくらく介護相談所のぞみ 愛媛県新居浜市松の木町５番１号 平成２２年８月２０日 居宅介護支援

指定介護予防サービス事業者の
名 称 又 は 氏 名

指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所
指定年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

大 西 克 幸 二光クリニック 愛媛県伊予郡砥部町大南４５７番地１ 平成２２年８月１日 介護予防短期入所
療養介護

株式会社新風会 サポートシステム龍星 愛媛県大洲市柚木字王子ヶ平５８０番地
１ 平成２２年８月９日 介護予防特定施設

入居者生活介護

株式会社ユーミーケア ユーミーケアたかのこデイサービス 愛媛県松山市鷹子町４０３－１ 平成２２年８月１０日 介護予防通所介護

株式会社ユーミーケア ユーミーケアたかのこショートステイ 愛媛県松山市鷹子町４０３－１ 平成２２年８月１０日 介護予防短期入所
生活介護

合同会社笑い家 通所介護笑い家 愛媛県西条市丹原町池田９７８番１９ 平成２２年８月１３日 介護予防通所介護

医療法人胃腸科内科松村クリニック 訪問介護ステーションすみの 愛媛県新居浜市中筋町二丁目１番６号 平成２２年８月１６日 介護予防訪問介護

株式会社丸三 丸三訪問看護ステーション 愛媛県宇和島市中央町二丁目３番２２号 平成２２年８月２０日 介護予防訪問看護

株式会社仁愛 ケアプラザ「サン愛」大町事業所 愛媛県西条市大町字柳ヶ内７７６－２２ 平成２２年８月２６日 介護予防通所介護

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
廃止年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

医療法人社団戸梶内科医院 戸梶内科医院 愛媛県松山市味酒町一丁目４番地１２ 平成２２年７月３１日 訪問リハビリテー
ション

医療法人聖愛会 三番町ベテル訪問看護ステーション 愛媛県松山市三番町三丁目４番地１２ 平成２２年７月３１日 訪問看護

医療法人慈孝会 ホームヘルプサービス事業所こうの 愛媛県松山市河野別府１７９－１ 平成２２年８月１日 訪問介護

愛 媛 県 報平成２２年９月２４日 第２２０４号

６９４
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�愛媛県告示第１０９１号
次の県営土地改良事業の工事が完了したので、土地改良法（昭和

２４年法律第１９５号）第１１３条の２第３項の規定により公告する。

平成２２年９月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

平成２２年９月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１０８９号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の５第２項の規定により、指定介護予防サービス事業者から次のとおり指定介護予防サービ

ス事業を廃止する旨の届出があった。

平成２２年９月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１０９０号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに四国中央市役所において告

示の日から４月間縦覧に供する。

平成２２年９月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

川之江ロックショッピン
グセンター

四国中央市妻鳥町樋
之上１７９５番地他

大規模小売店舗を設置する者
の住所

東京都台東区上野七
丁目１４番４号

東京都千代田区神田
佐久間河岸６７番

平成１５年
１１月１日

平成２２年
９月９日

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

ロック開発株式会社
代表取締役
松尾 茂和

ロック開発株式会社
代表取締役
大門 淳

平成２２年
５月２７日

大規模小売店舗において小売
業を行う者

株式会社イオンほか
２３者

株式会社イオンリテ
ールほか９者

平成２２年
２月１日
ほか

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに四国中央市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

指定居宅介護支援事業者の名称
指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 所

廃止年月日 サービスの種類
名 称 所 在 地

医療法人聖愛会 居宅介護支援事業所べテルケアサービ
ス室 愛媛県松山市祝谷６丁目１２２９番地 平成２２年７月３１日 居宅介護支援

指定介護予防サービス事業者の
名 称 又 は 氏 名

指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所
廃止年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

医療法人聖愛会 三番町ベテル訪問看護ステーション 愛媛県松山市三番町三丁目４番地１２ 平成２２年７月３１日 介護予防訪問看護

医療法人社団戸梶内科医院 戸梶内科医院 愛媛県松山市味酒町一丁目４番地１２ 平成２２年７月３１日 介護予防訪問リハ
ビリテーション

愛 媛 県 報平成２２年９月２４日 第２２０４号

６９５
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�愛媛県告示第１０９２号
肥料取締法（昭和２５年法律第１２７号）第１２条第２項の規定により、

次のとおり肥料登録の有効期間を更新した。

平成２２年９月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１０９３号
介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号）第３条第１項第２号

の規定により、次のとおり介護員養成研修事業者を指定した。

平成２２年９月２４日

愛媛県東予地方局長 佐 伯 隆 志

�������
�愛媛県告示第１０９４号
四国中央市土居町土地改良区から認可申請のあった新たな土地改

良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・東畑野地区）

の施行は、適当と認められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５

号）第４８条第９項において準用する同法第８条第６項の規定により、

次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成２２年９月２４日

愛媛県東予地方局長 佐 伯 隆 志

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新規土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・

東畑野地区）計画書の写し

� 四国中央市土居町土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成２２年９月２７日から１０月２５日まで

３ 縦覧場所

四国中央市役所土居支所

�������
�愛媛県告示第１０９５号
四国中央市土居町土地改良区から認可申請のあった新たな土地改

良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・下北野地区）

の施行は、適当と認められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５

号）第４８条第９項において準用する同法第８条第６項の規定により、

次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成２２年９月２４日

愛媛県東予地方局長 佐 伯 隆 志

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新規土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・

下北野地区）計画書の写し

� 四国中央市土居町土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成２２年９月２７日から１０月２５日まで

３ 縦覧場所

四国中央市役所土居支所

�������
�愛媛県告示第１０９６号
四国中央市土居町土地改良区から認可申請のあった新たな土地改

良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・道の下地区）

の施行は、適当と認められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５

号）第４８条第９項において準用する同法第８条第６項の規定により、

次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成２２年９月２４日

愛媛県東予地方局長 佐 伯 隆 志

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新規土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・

道の下地区）計画書の写し

� 四国中央市土居町土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成２２年９月２７日から１０月２５日まで

３ 縦覧場所

四国中央市役所土居支所

�������
�愛媛県告示第１０９７号
四国中央市土居町土地改良区から認可申請のあった新たな土地改

良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・尾山地区）の

施行は、適当と認められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５

号）第４８条第９項において準用する同法第８条第６項の規定により、

次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成２２年９月２４日

愛媛県東予地方局長 佐 伯 隆 志

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新規土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・

尾山地区）計画書の写し

� 四国中央市土居町土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成２２年９月２７日から１０月２５日まで

３ 縦覧場所

四国中央市役所土居支所

�愛媛県告示第１０９８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

ほ場整備事業 上方地区 平成１５年３月２５日

登録有
効期限

登録
番号

肥料の
種類

肥料の
名称

保証成
分量
（％）

その他
の規格

生産業者の氏
名又は名称及
び住所

平成２８
年１０月
１４日

愛媛県
第１２００
号

炭酸カ
ルシウ
ム肥料

くみあ
い粒状
苦土炭
酸石灰

アルカ
リ分
５３．０
可溶性
苦土
１４．５
内く溶
性苦土
１０．０

その他
の制限
事 項
は、公
定規格
のとお
り

宇和鉱業株式会
社
愛媛県西予市野
村町野村５号１１
１番地

介護員養成研修事業者
の名称又は氏名

介護員養成研修事業者
の所在地又は住所 研修の課程 指 定

年 月 日

株式会社ジェイコム 西条市氷見丙４４４番地
１

訪問介護に
関する２級
課程

平成２２年
９月９日

愛 媛 県 報平成２２年９月２４日 第２２０４号

６９６
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公 告

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年９月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１０９９号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２２年９月２４日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

�愛媛県告示第１１００号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２２年９月２４日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

�愛媛県告示第１１０１号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２２年９月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２２年９月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 森松重信線
松山市南高井町１７０１番２から

同町１８０１番６まで
平成２２年９月２４日

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２２中局建（開）第２８号

平成２２年９月７日
東温市牛渕字古屋敷３２６番１及び３２７番１

高知県高知市知寄町二丁目１番３７号

株式会社サニーマート

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２２中局建（開）第２９号

平成２２年９月１４日
東温市南野田字天神７３４番１及び７３４番２

東温市南野田７４０番地

株式会社村田農場

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－１９）第６８４１号 平成１９年
７月２７日 �小関電工 小関 久志 宇和島市保田甲２８７ 平成２２年

８月６日 管工事業 建設業の廃止
（一部）

（般・特－１８）第７０５０号 平成１８年
１１月８日 �山�建設 山�由紀夫 西予市三瓶町垣生甲１４３４

－１
平成２２年
８月９日

土木工事業、管工事業
造園工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

（般－１７）第１２１２５号 平成１７年
１１月１６日 �高野組 高野 勝 宇和島市祝森甲１１６２－３７ 平成２２年

８月２３日
左官工事業
タイル・れんが・ブロック
工事業

建設業の廃止

愛 媛 県 報平成２２年９月２４日 第２２０４号

６９７



選挙管理委員会告示

�愛媛県選挙管理委員会告示第６３号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２編第５章及び地方教育行

政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第８条第

１項の規定による直接請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

は、次のとおりである。

平成２２年９月２４日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 西 � 健

１ 直接請求（県議会議員の解職請求を除く。）の要件となるべき

選挙権を有する者の数

� 選挙権を有する者の総数 １，１９８，９８４

� 選挙権を有する者の総数の５０分の１の数 ２３，９８０

� ４０万を超える数に６分の１を乗じて得た数と４０万に３分の１

を乗じて得た数とを合算して得た数 ２６６，４９８

２ 県議会議員の解職請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２２年８月３０日 特定非営利活動法人
えひめイヌ・ネコの会 � 岸 ちはり 松山市石手白石１１８番地３ この法人は、市民に対して、動物の愛護及び

権利擁護のための各種事業を行って、人間に委
ねられた弱い立場にある動物たちの「いのち」
への、思いやりのある優しい社会の実現を目指
し、同時に動物による被害や苦情等を予防して、
人間と動物とが共生できるまちづくり、及び環
境の保全を図り、もって公益の増進に寄与する
ことを目的とする。

選 挙 区 別 選挙権を有する者の総
数

同左の３分の１の数
（松山市・上浮穴郡選
挙区にあっては、同左
の４０万を超える数に６
分の１を乗じて得た数
と４０万に３分の１を乗
じて得た数とを合算し
て得た数）

伊 予 郡 ４４，２０６ １４，７３６

南 宇 和 郡 ２１，５７１ ７，１９１

松山市・上浮穴郡 ４２８，４９８ １３８，０８３

今 治 市 ・ 越 智 郡 １４９，０５７ ４９，６８６

宇和島市・北宇和郡 ８６，２００ ２８，７３４

八幡浜市・西宇和郡 ４３，１８３ １４，３９５

新 居 浜 市 １０２，６４４ ３４，２１５

西 条 市 ９３，８０７ ３１，２６９

大 洲 市 ・ 喜 多 郡 ５５，８７２ １８，６２４

伊 予 市 ３２，５３３ １０，８４５

四 国 中 央 市 ７６，３０１ ２５，４３４

西 予 市 ３６，７３３ １２，２４５

東 温 市 ２８，３７９ ９，４６０

平成２２年９月２４日 発行
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